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2020年８月19日 

各 位 

 

 

 

 

 

当社連結子会社である株式会社デリズによる、 

株式会社JFLAホールディングスとのエリアフランチャイズ契約の締結に関するお知らせ 

 

 当社の連結子会社である株式会社デリズ（本社：福岡県福岡市 代表取締役社長：小林 剛）（以下「デリ

ズ」）は、2020 年８月 19 日開催の取締役会において、当社の筆頭株主である株式会社 JFLA ホールディングス

（本社：東京都中央区 代表取締役社長：檜垣 周作）（以下「JFLAH」）との間で、デリズが運営するデリバ

リーブランド「デリズ」における、エリアフランチャイズ契約を締結することを決議いたしましたので、お知

らせいたします。 

 なお、デリズの代表取締役社長である小林剛氏、及び、JFLAH 社の代表取締役社長である檜垣周作氏におき

ましては、関連当事者に該当するため、本取締役会の決議には参加しておりません。 

 

記 

 

１．株式会社デリズについて 

 デリズは、2004 年に設立し、「ニッポンに新たなデリバリー文化を作る！」のビジョンのもと、全国展開を

進めております。同社は、自店で洋食、中華など複数業態の調理を行う「デリバリー専門店」を運営する「ク

ラウドキッチン」の草分け的存在で、自社配達システムの他、カスタマーセンターを有し、デリバリーに特化

したサービスを提供しております。また、JFLAH 社との提携により、ミシュランガイド掲載店や予約の取れな

い有名店のシェフが監修した限定メニューをデリバリーする「CHEF★DELI（シェフ★デリ）」のコラボレー

ション企画を展開しております。 

 

[株式会社デリズの会社概要] 

■ 商号      株式会社デリズ 

■ 本店所在地   福岡県福岡市博多区博多駅東２丁目４番17号 

■ 事業内容    複合型宅配店「デリズ」の運営 

■ 代表取締役社長 小林 剛 

■ 資本金     82,034千円 

 

２．エリアフランチャイズ契約の趣旨 

 デリズは、「ニッポンに新たなデリバリー文化を作る！」といったビジョンを以って、2025 年までに 300 店

舗のデリバリーサービスの全国展開を目標としており、これを実現するために、強固な信頼関係を構築出来る

フランチャイジーの選定を進めたところ、当社の筆頭株主であるJFLAH社の傘下企業において、デリズＦＣ店

のパイロット出店を進めて頂き、その出店店舗の実績等を鑑み、同社のグループ傘下である各企業において、

デリバリーブランド「デリズ」の全国的なフランチャイズ展開推進の表明を頂きましたことから、JFLAH 社に

対して 100 店舗のエリアフランチャイズ権を付与致しました。なお、既に JFLAH 社のグループ企業に対し 29

店舗のデリバリー導入が進んでおります。 

 

 

 

 

会 社 名 株 式 会 社 小 僧 寿 し 

代 表 者 名 代表取締役社長   小林 剛 

 ( J A S D A Q コ ー ド ： 9 9 7 3 ) 

問 合 せ 先 経営 企画部室長  毛利  謙久 

 (TEL．03-4586-1122) 
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３．エリアフランチャイズ契約先の概要 

■ 商号      株式会社JFLAホールディングス 

■ 本店所在地   東京都中央区蛎殻町１丁目５番６号 

■ 事業内容    事業子会社（飲食業等） の経営統括（持株会社） 

■ 代表取締役社長 檜垣 周作 

■ 上場市場    東証JASDAQ(3069) 

 

４．日程 

■ 取締役会決議日 2020年８月19日（水） 

■ 契約締結予定日 2020年８月20日（木） 

 

５．今後のデリバリー事業 

 当社は、デリバリー事業の拡大を成長戦略として位置付けており、今後の出店につきまして以下の通

り計画しております。なお、2020年8月以降の年内においては10店舗超の出店が決定しております。 

 

出店計画（累計店舗数） 

  2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 

直営 24 44 64 84 94 104 

FC 47 76 101 126 161 196 

合計 71 120 165 210 255 300 

 

６．今後の業績への影響 

当該契約の締結により、JFLAH 社よりエリアフランチャイズ契約の契約金、出店時の加盟金等の収益

発生を見込んでおり、当期においては32百万円超の営業利益創出を予定しております。当該営業利益の

創出は、2020年12月期連結業績予想に織り込んでいないものになりますが、2020年 12月期連結業績予

想の修正に関しましては、当該契約の締結による増益効果を考慮し、精査を行いました上でお知らせす

る予定です。 

 

以 上 


